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１. 庁舎等複合施設建設に伴う跡地等活用庁内方針の目的 

本市では、新庁舎・（仮称）新福祉会館（以下、「庁舎等複合施設」といいます。）を、中町にある庁舎建設予

定地に建設することとしており、移転に伴い、本庁舎跡地、本町暫定庁舎敷地、保健センター敷地及び貫井北町文

書倉庫敷地について、今後の有効な活用方法を検討することが必要です。 

庁舎等複合施設建設に伴う跡地等活用庁内方針（以下、「庁内方針」といいます。）は、今後、市役所庁舎等

の移転後に生じる跡地等について、市民及び民間事業者の意見、行政課題を把握するとともに、基本的な考え方を

定め各跡地等の特性を考慮した個別の活用方法について庁内の方針を示すものです。 

 

２. 庁内方針策定までの経緯 

本市では、昭和４０年度に建設された本庁舎の老朽化、防災拠点としての庁舎機能及びバリアフリー化等の対応、

平成５年度から行っている第二庁舎の賃貸借契約の解消及び本庁舎、第二庁舎の庁舎機能の分散解消のため、

新庁舎建設事業に取り組み、平成２２年度に小金井市新庁舎建設基本構想、平成２４年度に同基本計画を策

定しました。その後、建物の耐震上の理由により、平成２７年度に福祉会館が閉館したことから、新たな福祉会館建

設のため、平成２９年度に（仮称）新福祉会館建設基本計画を策定するとともに、新たな福祉会館を庁舎建設

予定地に新庁舎と複合化して整備することとしました。令和元年度には新庁舎・（仮称）新福祉会館建設基本設

計を取りまとめ、パブリックコメントの意見や市議会の意見等も踏まえ、令和２年度から実施設計に取り組んだところで

す。 

今後の庁舎等移転に伴う跡地等（以下、「跡地等」といいます。）の有効な活用方法を検討し、その方向性を定

めるため、庁内方針を策定しました。 

 

《庁舎等複合施設建設に関する主な経緯》 

年度 内 容 

昭和４０年度 現在の本庁舎を建設 

昭和４２年度 福祉会館を建設 

平 成 ５ 年度 第二庁舎での業務を開始 

平成２２年度 新庁舎建設基本構想策定 

平成２４年度 新庁舎建設基本計画策定 

平成２７年度 福祉会館閉館 

平成２９年度 （仮称）新福祉会館建設基本計画策定 

令 和 ２ 年度 新庁舎・（仮称）新福祉会館建設基本設計完了（建築確認申請を除く。） 
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３. 跡地等の概要 

対象敷地である本庁舎跡地、本町暫定庁舎敷地、保健センター敷地及び貫井北町文書倉庫敷地の概要等につい

ては、以下のとおりです。 
 

3.1 本庁舎跡地 

現在、市役所本庁舎、西庁舎、災害対策用資機材置場等防災関係施設が設置されている敷地です。周辺には小

金井消防署、前原暫定集会施設、市民会館（萌え木ホール）等の公共機能が設置されています。 
 

項目 内容 

所在地 小金井市本町６－６－３ 

建物概要 

【本庁舎】 

構造：SRC 造（鉄骨鉄筋コンクリート）、延床面積 2,725.50 ㎡（地上４階、地下１階） 

建築年：昭和４０年１２月 
 

【西庁舎】 

構造：Ｗ造（木造）、延床面積 465.78 ㎡（地上２階） 

建築年：昭和３４年３月 
 

【災害対策用資機材置場等防災関係施設】 

構造：RC 造（鉄筋コンクリート造）、延床面積 239.64 ㎡（地上２階） 

建築年：昭和４１年 1 月 

敷地面積 2,998.98 ㎡（実測） 

用途地域等 
第一種中高層住居専用地域 

建ぺい率６０％／容積率２００％（第一種高度地区、準防火地域） 

建築規制 

主に建てられる用途は以下のとおり 

・住宅、共同住宅、寄宿舎、下宿 

・兼用住宅で非住宅部分の床面積が、50 ㎡以下かつ建築物の延べ面積の２分の１以下のもの 

・店舗等の床面積が５００㎡以下のもの 

・公共施設、病院、学校等 

地区計画 

武蔵小金井駅南口地区地区計画（※土地利用の方針地区） 

武蔵小金井駅南口地区地区計画において、本庁舎跡地は「沿道型複合地区」と位置付けら

れており、以下の土地利用の方針が定められています。 

土地利用の方針では、「幹線道路の沿道と駅に近接するという立地条件を生かし、街路整備

や建替えに合わせて、都市型住宅、商業、業務、行政、駐車場等の機能を誘導するとともに、こ

れら機能の高度化を図ることによって駅前地区における拠点機能と相互に補完する。」とされていま

す。 
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周辺状況図 位置図 

①本庁舎 

②本庁舎入口 

③前面道路（都道 134 号線） ④市道第 396 号線 ⑤市道第 712 号線 

 

⑥市道第 661 号線 

西庁舎 

災害対策用資機材 

置場等防災関係施設 

小金井消防署 



4 

 

3.2 本町暫定庁舎敷地 

現在、本町暫定庁舎が設置されている敷地です。周辺には市役所第二庁舎、小金井 宮地楽器ホールなどの公共

機能が設置されている他、武蔵小金井駅南口駅前の再開発事業により商業施設等が充実しています。 
 

項目 内容 

所在地 小金井市本町６―５―１６ 

建物概要 

【本町暫定庁舎】 

構造：S 造（軽量鉄骨造）、延床面積 496.86 ㎡（地上２階） 

建築年：昭和５３年１２月 

敷地面積 1,236.75 ㎡（実測） 

用途地域等 
商業地域 

建ぺい率８０％／容積率３００％（防火地域） 

建築規制 

用途 

次に掲げる建築物以外を建築してはならない。（地区整備計画区域による） 

・ 店舗（ただし、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条に定め

る風俗営業及びカラオケボックスその他これに類するものを除く。)、駐車施設及び事務所 

・ 官公庁施設等の公益施設 

・ 前２項に附属するもの 

規制 最低敷地：５００㎡、最高高さ：６０ｍ、壁面位置：道路境界から２m 

地区計画 

武蔵小金井駅南口地区地区計画（※地区整備計画区域） 

武蔵小金井駅南口地区地区計画において、本町暫定庁舎敷地は「沿道型複合地区 A」と定

められているとともに、以下の土地利用の方針として「沿道型複合地区」と定められています。 

「幹線道路の沿道と駅に近接するという立地条件を生かし、街路整備や建替えに合わせて、都

市型住宅、商業、業務、行政、駐車場等の機能を誘導するとともに、これら機能の高度化を図る

ことによって駅前地区における拠点機能と相互に補完する。」 

 
 

 

 

 
 
 
 
 

 
 
 

 

 

 

周辺状況図 位置図 
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①本町暫定庁舎 ②駐車場入口前 ③前面道路（都道 134 号

線） 

⑤市道第 396 号線 ⑥市道第 41 号線 
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3.3 保健センター敷地 

現在、保健センターが設置されている敷地です。同一建物内には東京都の北多摩南部建設事務所小金井工区が

設置され、周辺には、貫井北五集会所、ぬくいきた第２市民農園等の公共機能が設置されている他、国立大学法人

東京学芸大学が設置されています。 
 

項目 内容 

所在地 小金井市貫井北町５－１８－１８ 

建物概要 

【保健センター】 

構造：RC 造（鉄筋コンクリート造）、延床面積 2,373.85 ㎡（地上２階、地下１階） 

建築年：平成７年２月 

敷地面積 2,769.73 ㎡（実測） 

用途地域等 
第一種中高層住居専用地域 

建ぺい率６０％／容積率２００％（第一種高度地区、準防火地域） 

建築規制 

主に建てられる用途は以下のとおり 

・住宅、共同住宅、寄宿舎、下宿 

・兼用住宅で非住宅部分の床面積が、50 ㎡以下かつ建築物の延べ面積の２分の１以下のもの 

・店舗等の床面積が５００㎡以下のもの 

・公共施設、病院、学校等 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

周辺状況図 位置図 
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②前面道路 

④保健センター（裏口） 

①保健センター 

③敷地内広場 

同一建物内に東京都の北多摩南部

建設事務所小金井工区あり 
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3.4 貫井北町文書倉庫敷地 

現在、貫井北町文書倉庫が設置されている敷地です。同一の敷地内には貫井北町集会場が設置され、周辺にはさ

くら保育園、小金井市テニスコート場が公共機能として設置されている他、中央大学附属中学校・高等学校が設置され

ています。  
 

項目 内容 

所在地 小金井市貫井北町３－３１－１８ 

建物概要 

【貫井北町文書倉庫】 

構造：RC 造（鉄筋コンクリート造）、延床面積 289 ㎡（地上１階） 

建築年：昭和４７年１２月 

敷地面積 1,192.54 ㎡（実測）のうち一部 

用途地域等 
近隣商業地域 

建ぺい率 80％／容積率 300％（第三種高度地区、準防火地域） 

建築規制 

主に建てられる用途は以下のとおり 

・住宅、共同住宅、寄宿舎、下宿 

・兼用住宅で非住宅部分の床面積が、50 ㎡以下かつ建築物の延べ面積の２分の１以下のもの 

・店舗等 

・事務所等 

・ホテル、旅館 

・遊戯施設、風俗施設（キャバレー・ダンスホール棟、個室付浴場等除く。） 

・公共施設、病院、学校等 

・車庫、倉庫、倉庫業倉庫、畜舎 

 

 

 

  

 

周辺状況図 位置図 
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①貫井北町文書倉庫 

④貫井北町集会場 

②前面道路（都道 248 号線） ③敷地内通路 

⑤敷地内通路 ⑥敷地内空地 
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（０～１４歳） （１５～６４歳） （６５歳以上） 

４. 市の現状 

4.1 市の人口 

本市の最上位計画である第５次小金井市基本構想・前期基本計画の策定にあたり、将来の人口を推計し、施策

の方向性の前提となる小金井市人口ビジョンを令和３年５月に策定しています。小金井市人口ビジョンでは令和３年

から令和４２年までの期間における市内全域、武蔵小金井地区、東小金井地区、野川地区等の人口推計を行ってい

ます。 

跡地等が所在する武蔵小金井地区の５年ごとの人口推移を見ると、令和１７年の 58,588 人をピークとして減少し、令

和４２年には 54,326 人となり、令和３年と比べると約 2,300 人減少、高齢化率は上昇し続け、令和４２年には

31.92％となる推計です。 

 

 

 

 

 

 

 武蔵小金井地区における５年ごとの年齢３区分別人口の推移 

 

 
 

出典：小金井市人口ビジョン 
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武蔵小金井地区：関野町２丁目、緑町３～５丁目、中町３丁目、本町、桜町、貫井北町、貫井南町３丁目 

東小金井地区  ：東町、梶野町、関野町１丁目、緑町１～２丁目、中町２丁目 

野川地区     ：中町１、４丁目、前原町、貫井南町１、２、４、５丁目 

0 
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4.2 財政 

本市の歳入の約半分は市税収入が占めています。一方、歳出では、福祉に関わる費用が年々増加しており、さらに、

子育て環境の充実、老朽化した公共施設の計画的な整備などの重要課題への対応に加え、新型コロナウイルス感染症

による社会経済や市民生活、市民の経済活動に及ぼす影響も大きく、市民サービスを維持・向上するための経費が増

加しています。今後、人口減少等による市税収入の減少、歳出の増加により、厳しい財政状況が続くことが見込まれます。 

 

 

 
扶助費と市税収入の推移 

 
    ※扶助費とは生活に困っている人や子育てをしている世帯や、障がい者などの支援をするための費用です。  

出典：小金井市の財政状況 

 

4.3 土地利用 

本市は、東京都のほぼ中央、武蔵野台地の南西部にあり、都心から約２．５㎞西方に位置しています。 

市域は４㎞四方で、面積は１１．３０Ｋ㎡です。全体の約６割を宅地が占めており、宅地面積のうち住宅用地

が約８割と非常に多く、閑静な住宅地を形成しています。 

また、東西・南北の主要な道路が動線となるとともに、ＪＲ中央線が東西に、西武多摩川線が東側に走っており、

駅周辺には商業施設が集積するなど、生活利便性の高い地域構造となっています。加えて、小金井公園、武蔵野公

園など大規模な公園を有し、玉川上水・野川が潤いの空間を形成するなど、都会的なまちなみと自然豊かな環境が

共存する都市となっています。したがって、みどりの保全を始めとした良好な住環境の維持と、駅周辺だけでなく市内各

地域でも更なる利便性の高い拠点の整備が課題です。 
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4.4 公共施設 

本市が保有する建築系公共施設を建築年度別に集計すると、令和３年度時点において７割以上が築３０年以

上を経過しているほか、道路や公共下水道なども老朽化が進んでいます。 

本市の市民一人当たりの公共施設の面積は、多摩地域２６市の中では少ないほうですが、将来、人口の減少が

見込まれる中、このまま全ての公共施設を維持するには多額の財源が必要であり、大変難しい状況です。将来にわた

って行政サービス水準を著しく低下しないように配慮しつつ、財源不足への対応をすることが課題となっています。 

公共施設の総量を抑制し、将来の建替え費用や維持管理費の縮減を基本に、施設の建設や運営を民間事業者

等に任せたり、一つの建物で複数の業務ができるようにするなどの工夫を行い、市民サービスの向上に向けた取組を推

進することとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：面積の表示は小数点第一位を四捨五入しています。 
 

建築年度別・用途分類別延床面積 

 

出典：小金井市公共施設等総合管理計画 

 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

S33 S36 S39 S42 S45 S48 S51 S54 S57 S60 S63 H3 H6 H9 H12 H15 H18 H21 H24 H27 H30

学校教育系施設 スポーツ・レクリエーション系施設 行政系施設 市民文化系施設 公営住宅 社会教育系施設 その他

30 年未満（H4 年度以降） 

42,474 ㎡ 

23.1％ 

30 年以上（H3 年度以前） 

141,557 ㎡ 

76.9％ 

 
10～19 年 

10,236 ㎡ 

5.6％ 

 

20～29 年 

25,741 ㎡ 

14.0％ 

 

30～39 年 

44,651 ㎡ 

24.3％ 

 

40～49 年 

58,460 ㎡ 

31.8％ 

 

50 年以上 

38,445 ㎡ 

20.9％ 

 

10 年未満 

6,498 ㎡ 

3.5％ 

（年度） 

（㎡） 
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５．上位計画及び関連計画の整理 

 庁内方針を検討するうえで、本市の将来像、まちづくりのビジョン等を把握し、跡地等の活用にどの様な役割が求められ

ているのかを見極めるため、上位計画及び関連計画による位置づけや考え方を整理しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.1 第５次小金井市基本構想・前期基本計画（令和４年３月策定） 

第５次小金井市基本構想・前期基本計画は、令和３年度から令和１２年度を計画期間とする本市の最上位計

画で、市政活動の総合的かつ計画的な取組の指針として、市民、団体及び事業者の地域社会における活動を促進す

るために策定された計画です。 

 本市の将来像「いかそうみどり 増やそう笑顔 つなごう人の輪 小金井市」の実現に向け、３つの基本姿勢として「みん

なの暮らしを大切にするまちづくり（市民生活の優先）」、「みんなで進めるまちづくり（参加と協働）」、「未来につなげる

まちづくり（持続可能なまち）」を掲げるとともに、６つの政策の取組方針に基づき各種施策を推進することとしています。 

 庁内方針の検討に当たっては、３つの基本姿勢である「市民生活の優先」、「参加と協働」、「持続可能なまち」の視点

を踏まえたものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：第 5 次小金井市基本構想・前期基本計画 

第５次小金井市基本構想・前期基本計画 

小金井市都市計画マスタープラン 

具体の都市計画（地域地区、都市施設、

市街地開発事業、地区計画など） 

庁舎等複合施設建設に伴う跡地等活用庁内方針 

小金井市公共施設等総合管理計画 

その他関連計画 

公共施設マネジメントの確立に向けて 
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5.2 小金井市都市計画マスタープラン（令和４年８月全面改定） 

小金井市都市計画マスタープランは、将来のまちのあるべき姿及びまちづくりの方針など、おおむね２０年後のまちの将

来像を示すものです。小金井市都市計画マスタープランは、市民に最も近い立場にある市が、その創意工夫の下に市民

の意見を反映してまちづくりの将来ビジョンを確立し、地区別のあるべき市街地像を示すなど、都市計画の方針として定め

るものであり、個別の都市計画決定・変更の指針となります。 

 小金井市都市計画マスタープランでは、本市を「武蔵小金井地域」、「東小金井地域」、「野川地域」の３地域に区分

し、地域ごとにまちづくりの方針を示しています。跡地等が位置付けられている武蔵小金井地域のまちづくりの基本目標は、

「多様な都市環境をいかした、にぎわいと交流の輪が広がるまち」とし、以下の将来像を定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象敷地 都市計画マスタープランの方針 

本庁舎跡地 利便性が高くにぎわいのある駅周辺に隣接するエリアとして、周辺市街地との調和に

配慮し、多様な生活を支えられるまちづくりを推進する。 
本町暫定庁舎敷地 

保健センター敷地 
商業施設や生活に欠かせない施設等と住宅が調和し、魅力的で都市機能が集積

した市街地への誘導等、快適な都市区間の形成に努める。 

貫井北町文書倉庫敷地 周辺環境との調和に配慮し、適切な土地利用を推進する。 

 

 

 

＜武蔵小金井地域の目指す将来像＞ 

〇 ＪＲ中央本線高架化に伴い円滑化された南北交通、武蔵小金井駅南口周辺の市街地再開発事業に

より整備された商業施設及び広場などをいかした、快適で歩いて楽しいにぎわいのあるまち 

〇 新庁舎・（仮称）新福祉会館の建設及び武蔵小金井駅北口の市街地開発事業などをいかした、新た

な人の流れと交流が生まれるまち 

〇 地域の特性である風致地区及び特別緑地保全地区などをいかした、魅力あるまちなみが形成されるまち 

〇 防災上必要性の高い道路における無電柱化を推進するなど、災害に強いまち 

〇 玉川上水、名勝小金井（サクラ）及び地域のイベントなどをいかした、歴史・文化を楽しめるまち 
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出典：小金井市都市計画マスタープラン  

まちづくり方針図 
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5.3 公共施設マネジメントの構築に向けて（基本原則とマネジメントサイクルの確立）（平成２６年３月

策定） 
 

「公共施設マネジメントの構築に向けて」は、公共施設等総合管理計画の策定に先立ち、来るべき公共施設の大量

更新に備えるとともに、「自律した行政経営の推進」及び「安定した財政運営の確立」を推進すべく、公共施設マネジメン

トの構築に向けた取り組みとして、公共施設の維持保全に係る全庁調整・横断体制の構築に向けた方向性を定めたも

のです。 

「公共施設マネジメントの構築に向けて」では、「総量の抑制」、「ＰＰＰ（※）の活用」、「保有資産の有効活用」の

３つの項目を公共施設マネジメントの基本原則としています。これらの基本原則に基づき、本市が保有している全ての公

共施設を、行政経営の視点から経営資源として捉え、マネジメントの視点を持って施設の全体最適を図ることとしていま

す。 

※ ＰＰＰ（Public Private Partnership）：「民間にできることは民間に委ねる」という考え方に基づき、民間事業者の資金やノウハウ

を活用して社会資本を整備し、公共サービスの充実を進めていく手法。代表的なものとして、施設の設計・建設を業務に含むＰＦＩ（※）

や、施設の管理運営を民間に委ねる指定管理者制度などがある。 

※ ＰＦＩ（Private Finance Initiative）：公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活

用して行う手法。国や地方自治体が直接実施するよりも効率的かつ効果的に公共サービスを提供できる事業について実施される。 

 

5.4 小金井市公共施設等総合管理計画（平成２９年策定、令和４年３月改定） 

小金井市公共施設等総合管理計画は、直面する少子高齢化や厳しい財政状況を踏まえつつ、老朽化した公共施

設等の更新への対応や最適な施設配置の見直し等を計画的に進めるために、その基本方針を定めているものです。 

小金井市公共施設等総合管理計画では、将来にわたって行政サービス水準の著しい低下を招かないように配慮しつ

つ、財源不足への対応を図るために、「将来の人口動向に合わせ、総量抑制に努めるとともに、将来更新費用及び維持

管理費の縮減に努めます。」を基本目標に掲げ、３つの基本的な考え方、９つの実施方針を定め、公共施設の計画的

な施設更新、安心安全の確保、市民サービスの向上等の実現に向けた個別の取組を推進することとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設マネジメントの構築に向けてに定める３つの基本的な考え方 

１ 総量の抑制 

２ ＰＰＰの活用 

３ 保有資産の有効活用 

 

小金井市公共施設等総合管理計画に定める３つの基本的な考え方 

１ 施設の更新への対応を計画的に推進します       【計画的な施設更新】 

２ 適切な維持管理によって安全管理を徹底します     【安全・安心の確保】 

３ 資産の有効活用による市民サービスの向上に努めます 【市民サービスの向上】 
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６. 庁舎等複合施設建設に伴う跡地等の庁内意向 

庁内における跡地等の活用意向を確認するため庁内の全課に調査を実施しました。（跡地等以外に今後

の新規設置、移転を予定しているものを含む。） 

 6.1 調査概要 

実施期間 令和４年８月４日～令和４年９月２６日 

調査対象 庁内全課 

実施方法 調査票による回答 

 

 6.２ 調査結果 

施設名称 設置場所 

（仮称）男女平等推進センター 本庁舎跡地、本町暫定庁舎敷地、保健センター敷地、その他 

文書倉庫 貫井北町文書倉庫敷地、その他 

防災倉庫 保健センター敷地、貫井北町文書倉庫敷地 

勤労者福祉サービスセンター 本町暫定庁舎敷地 

障害者通所支援施設 保健センター敷地 

障害者入所支援施設 貫井北町文書倉庫敷地 

予防接種・発熱者検査センター 保健センター敷地 

親子遊びひろば 保健センター敷地 

学童保育所 その他 

子どもオンブズパーソン相談室 本庁舎跡地、本町暫定庁舎敷地、保健センター敷地、その他 

道路等維持補修関連用具等保管庫 貫井北町文書倉庫敷地 

武蔵小金井南第３自転車駐車場 本庁舎跡地、本町暫定庁舎敷地 

（仮称）教育支援センター 保健センター敷地 

フットサルパーク 本庁舎跡地、本町暫定庁舎敷地 

文化財資料保管庫 
本庁舎跡地、本町暫定庁舎敷地、保健センター敷地 

貫井北町文書倉庫敷地 

図書館本館・別館 本庁舎跡地、本町暫定庁舎敷地、その他 

（仮称）本町公民館 本庁舎跡地、その他 

期日前投票所 本庁舎跡地、本町暫定庁舎敷地、保健センター敷地 
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７. 市民の意向 

本庁舎跡地、本町暫定庁舎敷地、保健センター敷地及び貫井北町文書倉庫敷地は、市民の貴重な財産であり、

その活用方法については、市民の意見等を把握しながら検討を進めていく必要があるため、市民アンケートを実施しま

した。 

7.1 調査概要 

調査期間 令和４年９月２２日～令和 4 年１０月１１日 

調査対象 令和４年９月１日現在、満１６歳以上の市民から無作為に抽出した 2,000 人 

実施方法 調査票を郵送で配布し、郵送回答又は WEB 回答 

回答数 
６６７人（郵送回答５１８人、WEB 回答１４９人） 

回答率：３３．３５％ 

 

 

7.2 跡地等の活用方法について 
 

「必要な部分は公共施設として活用し、残りの部分

は民間企業等に貸し付け又は、売却する」という回答

が 63.0%と最も多かった。 

全ての年代において「必要な部分は公共施設として

活用し、残りの部分は民間企業等に貸し付け又は、

売却する」という回答が最も多かった。 

 
 

7.3 本庁舎跡地、本町暫定庁舎敷地周辺に求めるまちのイメージについて 
 

「日常生活が便利なまち」が最も多く 46.9%、続いて

「安全・安心に暮らせるまち」が 41.6%、「医療・福祉が

充実したまち」が 35.7%という結果となった。 

回答が最も多かった「日常生活が便利なまち」の具体

的になってほしいまちのイメージとしては、商業施設の充

実、駅前からの人の流れを促せるような物にしてほしい、

利便性が高く、公的サービスが充実しているまち等の回答

があった。 

 

7.4 本庁舎跡地に求める施設・機能について 
 

「子育て支援施設」が最も多く 35.3%、続いて「商業施設」

が 32.3%、「文化施設」が 29.1%という結果となった。 

回答が最も多かった「子育て支援施設」の具体的な施設や

機能のイメージとしては、複合型商業施設の中に、病院や一時

預かりしてもらえる子育て支援施設、赤ちゃんや小さい子（未

就学児）が遊べる場所等の回答があった。 

すべて民間企業等に売却する

11.0%

すべて民間企業等に貸し付

ける 10.8%

市が所有し続け、公共

施設として活用する

11.1%

必要な部分は公共施設と

して活用し、残りの部分は

民間企業等に貸し付け又

は、売却する

63.0%

その他

2.3%

無記入

1.8%

27.9%

46.9%

41.6%

24.4%

9.8%

35.7%

32.9%

19.3%

17.3%

2.0%

2.0%

1 豊かな緑があるまち

2 日常生活が便利なまち

3 安全・安心に暮らせるまち

4 活気と賑わいがあるまち

5 落ち着いたまち

6 医療・福祉が充実したまち

7 子育て・教育環境が整ったまち

8 文化芸術活動やスポーツが盛んなまち

9 地域活動や市民活動が盛んなまち

10 その他

無記入

0% 10% 20% 30% 40% 50%

5.9%

32.3%

35.3%

20.4%

27.8%

29.1%

27.2%

19.8%

27.0%

23.0%

3.2%

1.7%

1 住居

2 商業施設

3 子育て支援施設

4 高齢者向け施設

5 医療施設

6 文化施設

7 公園や広場

8 防災施設

9 地域活動や交流のための施設

10 地域の運動、スポーツ施設

11 その他

無記入

0% 10% 20% 30% 40% 50%



19 

 

7.5 本町暫定庁舎敷地に求める施設・機能について 
 

「商業施設」が最も多く 36.1%、次いで「子育て支援施設」

が 32.8%、「文化施設」が 27.2%という結果となった。 

回答が最も多かった「商業施設」の具体的な施設や機能の

イメージとしては、飲食店が複数入る商業施設、映画館などの

エンタメ施設等の回答があった。 

 

 
 

7.6 保健センター敷地周辺に求めるまちのイメージについて 
 

「安全・安心に暮らせるまち」が最も多く 39.9%、続いて

「豊かな緑があるまち」が 38.2%、「医療・福祉が充実した

まち」が 33.6%という結果となった。 

 回答が最も多かった「安全・安心に暮らせるまち」の具体

的ななってほしいまちのイメージとしては、安全で都会っぽさ

のあるまち、子育て世帯が住居をかまえ安心して暮らせる場

所等の回答があった。 

 

 

7.7 保健センター敷地に求める施設・機能について 
 

「子育て支援施設」が最も多く 39.0%、続いて「医療施設」

が 31.3%、「高齢者向け施設」が 26.8%という結果となった。 

回答が最も多かった「子育て支援施設」の具体的な施設や

機能のイメージとしては、東京学芸大学と連携した教育・子育

てプログラム等が開催される場、遊べる場所等の回答があった。 

 

 

7.8 貫井北町文書倉庫敷地周辺に求めるまちのイメージについて 
 

「安全・安心に暮らせるまち」が最も多く 42.5%、続いて

「豊かな緑があるまち」が 38.6%、「日常生活が便利なま

ち」が 26.7%という結果となった。 

回答が最も多かった「安全・安心に暮らせるまち」の具体

的になってほしいまちのイメージとしては、高齢者が安全に外

出できるまち、防災関連の倉庫とも機能させ、安全・安心

に暮らせるまちにする等の回答があった。 

 

 

7.9 貫井北町文書倉庫敷地に求める施設・機能について 
 

 「公園や広場」が最も多く 28.5%、続いて「子育て支援施

設」が 26.5%、「地域活動や交流のための施設」が 25.5%と

いう結果となった。 

 回答が最も多かった「公園や広場」の具体的な施設や機能の

イメージとしては、ボールを投げたり蹴ったりできる公園、バザーや

お祭りなどイベントを行うスペース等の回答があった。  

5.3%

36.1%

32.8%

17.9%

25.4%

27.2%

26.6%

19.2%

26.2%

18.5%

4.7%

4.1%

1 住居

2 商業施設

3 子育て支援施設

4 高齢者向け施設

5 医療施設

6 文化施設

7 公園や広場

8 防災施設

9 地域活動や交流のための施設

10 地域の運動、スポーツ施設

11 その他

無記入

0% 10% 20% 30% 40% 50%

38.2%

28.2%

39.9%

8.5%

17.1%

33.6%

31.8%

18.9%

15.7%

2.5%

6.4%

1 豊かな緑があるまち

2 日常生活が便利なまち

3 安全・安心に暮らせるまち
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6 医療・福祉が充実したまち

7 子育て・教育環境が整ったまち

8 文化芸術活動やスポーツが盛んなまち

9 地域活動や市民活動が盛んなまち

10 その他

無記入
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6 医療・福祉が充実したまち

7 子育て・教育環境が整ったまち

8 文化芸術活動やスポーツが盛んなまち

9 地域活動や市民活動が盛んなまち

10 その他
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10 地域の運動、スポーツ施設

11 その他

無記入
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８. 民間事業者の意向 

跡地等についての民間事業者からみた活用価値、官民連携の事業手法の可能性等を把握しながら検討を進め

ていくために、民間事業者ヒアリングを実施しました。 

8.1 調査概要 

実施期間 令和４年１１月２８日～令和５年１月１３日 

実施事業者 １０者（不動産関係７社、施工・管理関係３社） 

実施方法 調査票及び対面（オンライン含む。） 
  

8.2 調査結果概要 

対象地 民間事業者からの意見等 

本庁舎跡地 

 

【対象地の不動産価値について】 

〇 都心へのアクセス、立地条件、周辺人口等を鑑み、不動産価値は高いとの意見が大半であっ

た。 

〇 民間による単独開発は可能との意見が大半であった。 

〇 住宅用途（分譲・賃貸いずれも）にも適しているとの意見が多くみられ、分譲を行うには非常に

良いとの意見もあった。 

〇 用途地域が第一種中高層住居専用地域であり、商業利用は難しい、限定的とする意見が大

半であったが、介護施設や医療施設等での利用を想定する意見もあった。 

〇 消防署が隣接していることが懸念事項とする意見があった。 
 

【対象地の活用用途やイメージについて】 

〇 土地は売却が望ましいが、借地も可能との意見が大半であった。 

〇 住宅用途による民間単独開発の意見が多くみられた。 

〇 官民連携事業については、公共床の規模にもよるが、対応可能との意見が大半であったが、官

民連携事業が望ましいとの意見、用途地域を鑑み官民連携事業は難しいとの意見もあった。 

〇 民間機能として「住宅（分譲・賃借）」、「高齢者向け施設」、「医療施設」、「商業施設」、

「子育て支援施設」が挙げられた。 

〇 借地の場合の活用期間として５０年～７０年との意見があった。 
  

【公共機能で独立採算が可能な施設や機能について】 

〇 独立採算での導入は困難、公共機能の導入が必須となった場合は、市の関与・参画が必要と

の意見が大半であった。 

〇 公共機能を導入する場合として「市民文化系施設」、「スポーツ・レクリエーション施設」、「行政

系施設」等の意見が挙げられた一方、市から要望があった機能について検討するとの意見もあっ

た。 
 

【その他】 

 その他以下の意見等があった。 
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〇 公共床の設置を条件とした官民連携事業とする方が取組みやすい。 

〇 公共機能を必須とする場合には、本庁舎跡地、本町暫定庁舎敷地のどちらかに集約し、片方

の敷地は民間単独開発とした方が取組みやすい。 

〇 財源が優先なら、軽微な条件設定による民間単独開発を希望 
 

本町暫定 

庁舎敷地 

 

【対象地の不動産価値について】 

〇 都心へのアクセス、立地条件、周辺人口等を鑑み、不動産価値は高いとの意見が大半であっ

た。 

〇 民間による単独開発は可能との意見が大半であった。 

〇 住宅用途に適しているものの、住宅用途の開発が制限されているため、活用は限定的との意見

が大半であった。 

〇 用途地域が商業地域であるが、再開発による商業施設が既に整備済であり、既存施設との競

合を踏まえた施設誘致が必要との意見、商業施設のみでの利用は難しいとの意見があった。 

〇 商業施設を必要とするのであれば、本庁舎跡地より駅近の本敷地に集約した方が良いとの意見

があった。 

〇 商業施設については、公共機能との連携によりその価値が高まるとの意見があった。 
 

【対象地の活用用途やイメージについて】 

〇 土地は売却が望ましいが、借地も可能との意見が大半であった。 

〇 官民連携事業については、公共床の規模にもよるが対応可能との意見、敷地規模、周辺の商

業施設の状況から官民連携事業は難しいとの意見もあった。 

〇 民間機能として「商業施設」、「高齢者向け施設」、「医療施設」、「その他」が挙げられたが、商

業施設については、再開発により周辺商業施設は十分に整備されていることから、限られたものと

なるとの意見があった。 

また、住宅用途の開発が制限されているものの、変更が可能であれば住宅用途による民間単

独開発とする意見が多くみられた。 

〇 借地の場合の活用期間として、商業用途であれば２０年～３０年、住宅用途であれば７０

年との意見があった。 

〇 周辺地域を含めた再開発事業等の意見があった。 
 

【公共機能で独立採算が可能な施設や機能について】 

〇 独立採算での導入は困難、公共機能の導入が必須となった場合は、市の関与・参画が必要と

の意見が大半であった。 

〇 公共機能を導入する場合として「市民文化系施設」、「スポーツ・レクリエーション施設」、「行政

系施設」等の意見が挙げられた一方、市から要望があった機能について検討するとの意見もあっ

た。 
 

【その他】 

 その他以下の意見等があった。 

〇 公共床の設置を条件とした官民連携事業とする方が取組みやすい。 

〇 公共機能を必須とする場合には、本庁舎跡地、本町暫定庁舎敷地のどちらかに集約し、片方

の敷地は民間単独開発とした方が取組みやすい。 

〇 財源が優先なら、軽微な条件設定による民間単独開発を希望 
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保 健 セ ン タ

ー敷地 

 

【既存建物の活用について】 

〇 既存建物の活用の可用性はある、活用は困難である、両方の意見があった。 

〇 活用する前提条件として、既存建物の劣化等について、市において修繕、リノベーション等を行う

必要があるとの意見が大半であった。 

〇 活用が困難とする理由については、建物全ての床を利用することが出来ないことが挙げられた。 
 

【対象地の活用用途やイメージについて】 

〇 民間機能として「商業施設」、「子育て支援施設」、「高齢者向け施設」、「医療施設」、「地域

活用や交流のための施設」が挙げられた。 
   

【公共機能で独立採算が可能な施設や機能について】 

〇 独立採算での導入は可能、独立採算での導入は困難、両方の意見があった。 

〇 公共機能を導入する場合として「スポーツ・レクリエーション系施設」、「子育て支援施設」の意見

が挙げられた。 
 

【その他】 

 その他以下の意見等があった。 

〇 既存建物を活用しない場合、住宅用途の可能性がある。 

〇 公共施設として継続利用し、指定管理等での運営・維持管理を行う。 
 

貫井北町文

書倉庫敷地 

 

【対象地の不動産価値について】 

〇 駅へのアクセス、立地条件等を鑑み、用途は限定的であるが評価は低くないという意見がある一

方、不動産価値としては厳しいという意見もあった。 

〇 民間による単独開発は可能との意見が大半であった。 

〇 適正用途については、住宅用途、商業用途いずれの意見も見られた。 

〇 敷地規模が小規模であることから提案の幅が限られるとする意見、貫井北町集会場を含め全

体開発が可能な場合、不動産価値は高まるとの意見があった。 

〇 近隣住民、学校施設利用者などの利用ニーズが見込めるものの、その他地域の利用ニーズを見

込むことが難しいとの意見があった。 
 

【対象地の活用用途やイメージについて】 

〇 土地は売却が望ましいが、借地も可能との意見が大半であった。 

〇 商業用途による開発の意見が多くあった。 

〇 官民連携事業については、公共床の規模にもよるが対応可能という意見が多くあった一方、施

設規模等の関係から官民連携事業での活用は難しいという意見もあった。 

〇 民間機能として「住宅」、「商業施設」、「子育て支援施設」、「高齢者向け施設」、「その他」が

挙げられた。 
 

【公共機能で独立採算が可能な施設や機能について】 

〇 独立採算での導入は困難、公共施設機能の導入が必要となった場合は、市の関与、参画が

必要との意見が大半であった。 

〇 公共機能を導入する場合として「市民文化系施設」、「保健福祉施設」、「行政系施設」の意

見が挙げられた。 
 

※ 同様の意見等については、代表的なものを記載しています。  



23 

 

９．庁舎等複合施設建設に伴う跡地等活用において想定される事業手法（案） 

跡地等の活用において想定される事業手法は次のとおりです。それぞれの特徴を整理するとともに、各跡地における効果的な活用手法を検討します。 
 
想定される 

手法 
公共施設を単独で整備 公共施設を市が整備 民間施設との一体整備 賃貸借方式 売却 

概要 

 市が建物を整備し、公共機能として利
用する方法。 
 市が単独で施設整備を行う方式とし

て、設計・施工分離発注の従来方式、
設計・施工・維持管理一括発注の PFI
方式、DBO 方式等があります。 

 市が建物を整備し、一部を民間事業
者に賃貸する方法。 

市が単独で施設整備を行う方式とし

て、設計・施工分離発注の従来方式、
設計・施工・維持管理一括発注の PFI
方式、DBO 方式等があります。 

 民間事業者が両施設を一体的に整備
し、公共施設を市が買い取り。 
 民間事業者が建物を建設した後、公

共施設を市が買い取り運営する等、Ｐ
ＰＰ（官民連携）手法があります。 
 また、建物を一棟で整備し、区分所有

する手法も考えられます。 

市が貸付けた土地に、民間事業者が
建物を整備する方法。 

公共機能の導入が必要となる場合

は、市が建物の一部を賃借します。 
建物の維持管理は民間事業者が実

施します。 

 土地を民間事業者に売却する。 
 売却に当たっては、価格最大化の視点
から一般競争入札、政策誘導やまちづく

りの視点から条件を付して売却する手法
等があります。 

イメージ 

     

土地の所有 市 市 市（一部民間事業者に賃貸） 市（民間事業者に賃貸） 民間事業者 

建設資金 

調達 

市 

（ＰＦＩの場合は民間事業者） 

市 

（ＰＦＩの場合は民間事業者） 
民間事業者 民間事業者 民間事業者 

建設費負担 あり あり あり（買取り部分） あり（賃料） 民間事業者 

メリット 

・ 建物等に対する要望、意向に対して
柔軟に対応が可能 

・ 建物に対する要望、意向を反映しや
すい。 

・ 建物の権利関係が明確 

・ 動線計画や建物外観、デザイン等の
整合性が高い。 

・ 施工面での効率化等、コストの縮減

が図れる。 

・ 市は建物整備、取得に係る資金調
達が不要となる。 

・ 建物権利関係が明確 

・ 民間事業者に売却するため、売却の
収益が得られる。 

・ 固定資産税等の収入が得られる。 

デメリット 

・ 資金調達の負担が大きい。 ・ 資金調達の負担が大きい ・ 民間事業者との協議や調整が必要と

なる。 
・ 公共施設部分に係る資金調達が必
要となる。（但し、事業期間内の割賦

払いが可能。） 

・ 民間事業者の撤退リスクの影響を受

けやすい。 
・ 補助金を受けられない場合がある。 
・ 建物管理の調整が必要となる。 

・ 事業のコントロールが出来ない。 

・ 長期的な収益が図れない。 
・ 将来的な土地の活用が困難となる。 

※ＤＢＯ（Design Build Operate）：建築主、施設所有ともに公共が行い、施設整備・運転管理を民間に一括長期契約することで、コストを抑え、民間事業者のノウハウを生かす発注方法 

 

土地所有形態 説明 メリット デメリット 

定期借地権方式 
土地を民間事業者に貸与し、地代収入を得る方式。民間事業者が建

物を建設し、契約終了後原則として建物を除去後、土地を市に返還する。 

・ 安定した収入を得られる。 

・ 契約終了後の土地の利活用が可能 

民間事業者が契約終了後に立ち退かない場合、訴訟が必

要となる。 

売却 土地の全てまたは一部を民間事業者等に売却する方式 
民間事業者に土地を売却するため、売却の収益が得られ

るとともに、固定資産税等の収入が得られる。 

・ 事業のコントロールができない 

・ 長期的な収益確保が図れない 

・ 将来的な土地活用が必要になった際に活用することは困難 

土地所有：小金井市 

公共施設 

土地所有：小金井市 

 

公共施設 

民間施設 
民間 
施設 

 

 

土地所有：小金井市 

公共施設 

 

民間施設 

公共施設 

土地所有：小金井市 

定期借地等:民間事業者 
土地所有：民間事業者 

民間施設 

定期借地等 

民間事業者 

2
3
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１０. 庁舎等複合施設建設に伴う跡地等活用の基本的な考え方 

ここまで整理してきた、跡地等の概要、市の現状、上位計画及び関連計画等に基づき、跡地等の活用における基本

的な考え方については以下のとおりです。また、跡地等活用における事業主体による財政負担について整理をします。 

 

10.1 基本的な考え方 

市民サービスの向上 

第５次小金井市基本構想・前期基本計画では、市のまちづくりの基本姿勢として「みんなの暮らしを大切にするまちづ

くり（市民生活の優先）」、「みんなで進めるまちづくり（参加と協働）」、「未来につなげるまちづくり（持続可能なま

ち）」を基本姿勢として定め、市民一人ひとりを尊重し、市民の生活を守り、向上させることを最優先としたまちづくりに取

り組むこととしています。このことからも跡地等の活用については、多様な市民の意向を反映することで市民サービスの向上

に繋がる活用を図ります。 
 

行政課題への対応 

本市が保有する建築系公共施設の約７割以上が築３０年以上を経過し、改修・改築時期を迎える中で、人口減

少と少子高齢化の進展に伴う市税収入の減少等が見込まれており、保有資産を経営資源と捉え、マネジメントの視点

を持って全体最適を図る必要があります。 

公共施設の機能集約・移転による多機能化、複合化等を積極的に進め、資産利用価値の向上を図るとともに、財

源確保の取組み等を行うことが必要です。本跡地等についても市の貴重な資産として活用することで、行政課題の解決

を図ります。 
 

民間活力の活用（財政への寄与） 

跡地等の活用は、公共施設マネジメントの構築に向けて及び小金井市公共施設等総合管理計画に定めるとおり、

民間活力の活用を基本に検討を行います。民間事業者のノウハウや資金を活用することで、良好な公共サービスの提供

や民間事業者の事業展開による地域の賑わいの創出を行うとともに、市の財政負担を軽減することが期待されます。跡

地等の活用に係る民間事業者の参入については、民間事業者ヒアリングの結果から参入可能性はあるものと考えており、

民間活力の活用を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 市民サービスの向上 

跡地等は、市（市民）の貴重な公有財産です。活用に当たっては、市民の意向を把握し、市民サービスの

向上に繋がる活用を行います。 
 

２ 行政課題への対応 

跡地等の資産としての価値の向上を図るとともに、財源確保の取組みを行う等、資産として活用することで、

行政課題の解決を図ります。 
 

３ 民間活力の活用（財政への寄与） 

民間事業者のノウハウや資金を活用することで、良好な公共サービスの提供や民間事業者の事業展開によ

る地域のにぎわいの創出を行うとともに、市の財政負担の軽減を図ります。 

 

基本的な考え方 
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10.2 跡地等活用における事業主体による財政負担について 

跡地等活用における事業主体別の財政負担について整理するために、市民アンケートで回答の多かった施設・機能

及び庁内意向で回答があった施設を類型毎に集約し、「事業主体」と「財政負担」の区分けを行いました。同一機能の

施設・機能を整備するとしても、その事業主体によって、財政負担が異なることが分かります。 

跡地等の活用に当たっては、人口減少と少子高齢化の進展に伴う市税収入の減少等の課題に対応しながらも、市

民、庁内から求められる施設・機能のニーズに対応する必要があり、事業を進めていく上においては、財政負担軽減を図

る方策を併せて検討することが必要になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業主体による財政負担について 

 

 

 

 

 

財政負担あり 

民間施設 公共施設 

【市民アンケート】 
商業施設 
・ 物販施設 
・ 生活利便施設など 

【市民アンケート】 
文化施設 

財政負担なし 

● 
公共施設の場合 

● 
民間施設の場合 

【庁内調査】 
学校教育系施設 
社会教育系施設 
その他 

【市民アンケート】 
子育て支援施設 
医療施設 
高齢者向け施設 
地域活動・交流施設 
公園・広場 

【庁内調査】 
スポーツ・レクリエーション系施設 
子育て支援施設 
保健・福祉施設 
行政系施設 
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１１. 庁舎等複合施設建設に伴う跡地等活用方針 

庁舎等複合施設建設に伴う跡地等の活用方針については、「１ 市民サービスの向上」、「２ 行政課題へ

の対応」、「３ 民間活力の活用（財政への寄与）」の考え方に基づいて、次のとおりとします。 

なお、次年度以降、この庁内方針に基づき、各対象地の具体的な活用方法を検討し、活用計画を策定する

こととします。 

 11.1 本庁舎跡地 

活用方針 
本庁舎跡地については、財政効果を踏まえた公有地の有効活用を図るため、民間事業者によ

り跡地に求められる望ましい機能を整備することを目指します。  

まちづくり 
利便性が高くにぎわいのある駅周辺に隣接するエリアとして、周辺市街地との調和に配慮し、多

様な生活を支えられるまちづくりを推進 

導入機能 

導入すべき機能については、市民アンケート、民間事業者ヒアリングの結果、都市計画マスター

プランによるまちづくりの方針を踏まえて、市民サービスに寄与するような機能を次年度以降の活用

計画策定に向けた更なる検討において具体的な機能を決定していくこととします。 

また、公共機能の導入を要する場合は、庁内意向調査の結果、公共施設の最適な配置の観

点、公共施設等総合管理計画による方針を踏まえて、次年度以降の活用計画策定に向けた更

なる検討において必要性や導入する機能を決定していくこととします。 

【参考１ 市民アンケート結果】 

求めるまちのイメージ                   求める施設・機能 

日常生活が便利なまち（46.9%）           子育て支援施設（35.3%） 

安全・安心に暮らせるまち（41.6%）          商業施設（32.3%） 

医療・福祉が充実したまち（35.7%）          文化施設（29.1%） 

【参考２ 庁内意向調査結果】 

（仮称）男女平等推進センター、子どもオンブズパーソン相談室、武蔵小金井南第３自転車

駐車場、フットサルパーク、文化財資料保管庫、図書館本館・別館、（仮称）本町公民館、期

日前投票所 

土地所有 

本庁舎という市民の認知度の高さと、武蔵小金井駅に近い立地にある貴重な公有地を、今後

の公共施設の老朽化対策や社会環境の変化に対応したまちづくりに備えるために、本庁舎跡地

の土地は市が所有します。 

本庁舎跡地については、「財政効果を踏まえた公有地の有効活用を図るため、民間事業者に

より求められる望ましい機能を整備することを目指す。」とした方針を踏まえ、土地所有形態は貸

付とし、借地期間終了後に土地が本市に変換される定期借地権方式とします。 

その他 

〇 事業手法については、次年度以降の活用計画策定に向けた更なる検討において決定するこ

ととします。 

〇 公共機能の導入を要する場合は、本町暫定庁舎敷地と近接していること、施設の維持管理

等の観点から本庁舎跡地にて整備を行うことを基本とします。 
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想定される活用イメージ（本庁舎跡地） 

項目 想定①：民間開発事業（住居系） 想定②：民間開発事業（住居系以外） 想定③：官民連携事業 

活用 
方策 

  

 

活用 
内容 

民間事業者に土地を借地し、民間開
発事業として活用。市民サービスの向
上等のため、公共機能を誘導すること
を条件とする。 

民間事業者による住居系以外の施
設に活用 

民間事業者に土地を借地し、民間事
業者が建物を整備後、市が公共施設
として床を借りる。 

 

 11.２ 本町暫定庁舎敷地 

活用方針 
本町暫定庁舎跡地については、財政効果を踏まえた公有地の有効活用を図るため、民間事

業者により跡地に求められる望ましい機能を整備することを目指します。  

まちづくり 
利便性が高くにぎわいのある駅周辺に隣接するエリアとして、周辺市街地との調和に配慮し、多

様な生活を支えられるまちづくりを推進 

導入機能 

導入すべき機能については、市民アンケート、民間事業者ヒアリングの結果、都市計画マスター

プランによるまちづくりの方針を踏まえて、市民サービスに寄与するような機能を次年度以降の活用

計画策定に向けた更なる検討において具体的な機能を決定していくこととします。 

また、公共機能については、施設の維持管理等の観点から本庁舎跡地にて整備を行うことを基

本とし、本町暫定庁舎敷地には原則公共機能の導入は行わないものとします。 

【参考１ 市民アンケート結果】 

求めるまちのイメージ                   求める施設・機能 

日常生活が便利なまち（46.9%）           商業施設（36.1%） 

安全・安心に暮らせるまち（41.6%）          子育て支援施設（32.8%） 

医療・福祉が充実したまち（35.7%）          文化施設（27.2%） 

【参考２ 庁内意向調査結果】 

（仮称）男女平等推進センター、勤労者福祉サービスセンター、子どもオンブズパーソン相談

室、武蔵小金井南第３自転車駐車場、フットサルパーク、文化財資料保管庫、図書館本館・別

館、期日前投票所 

土地所有 
本町暫定庁舎敷地は、武蔵小金井駅に近い立地にある貴重な公有地であるが、他の跡地等

の活用、今後の公共施設の老朽化対策における財政への寄与の観点から売却することとします。 

その他 

〇 事業手法については、次年度以降の活用計画策定に向けた更なる検討において決定するこ

ととします。 
 

〇 公共機能の導入については、本庁舎跡地と近接していること、施設の維持管理等の観点から

本庁舎跡地にて整備を行うことを基本とします。 

借地 

民間施設 

 

底地（市） 

公共機能 
の誘導 

民間収益施
設の誘導 

借地 

民間施設 
 

底地（市） 

公共施設 

借地 

 

底地（市） 

公共機能 
の誘導 

民間施設 
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 11.3 保健センター敷地 

活用方針 
保健センター敷地については、引き続き市の公共施設として、跡地に求められる望ましい機能を

整備することを目指します。  

まちづくり 
商業施設や生活に欠かせない施設等と住宅が調和し、魅力的で都市機能が集積した市街地へ

の誘導等、快適な都市空間の形成 

導入機能 

導入すべき公共機能については、市民アンケート、都市計画マスタープランによるまちづくりの方針

を踏まえて、次年度以降の活用計画策定に向けた更なる検討において、具体的な機能を決定して

いくこととします。 

【参考１ 市民アンケート結果】 

求めるまちのイメージ                    求める施設・機能 

安全・安心に暮らせるまち（39.9%）          子育て支援施設（39.0％） 

豊かな緑があるまち（38.2%）              医療施設（31.3％） 

医療・福祉が充実したまち（33.6%）          高齢者向け施設（26.8%） 

【参考２ 庁内意向調査結果】 

（仮称）男女平等推進センター、防災倉庫、障害者通所支援施設、予防接種・発熱者検査

センター、親子遊びひろば、子どもオンブズパーソン相談室、（仮称）教育支援センター、文化財資

料保管庫、期日前投票所 

土地所有 

保健センター敷地については、現在の保健センターの建物の活用が可能なこと、東京都との合築

されている建物であることから、跡地に求められる望ましい機能及び行政課題の解決のために公共

施設として市が保有します。ただし、公共機能として活用してもなお、余剰がある場合については、一

部を民間事業者に貸し付けることとします。 

その他 
 民間事業者に貸し付ける際には、活用用途に合わせて改修工事等が必要となるため、ＰＦＩ手

法（RO 方式）の活用を検討するなどの検討を行います。 

 

※ＲＯ方式（Rehabilitate Operate）：ＰＦＩ手法のひとつで、既存の公共施設等の所有権を公共側が有したまま、民間事業者が施設を改修し、改

修後に維持管理・運営等を行う方式のこと。 
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 11.4 貫井北町文書倉庫敷地 

活用方針 

貫井北町文書倉庫敷地については、財政効果を踏まえた公有地の有効活用を図るため、民間

事業者により跡地に求められる望ましい機能を整備するとともに、必要な公共機能を整備することを

目指します。  

まちづくり 周辺環境との調和に配慮し、適切な土地利用の推進 

導入機能 

導入すべき機能については、市民アンケート、民間事業者ヒアリングの結果、都市計画マスタープ

ランによるまちづくりの方針を踏まえて、次年度以降の活用計画策定に向けた更なる検討において具

体的な機能を決定していくこととします。 

また、公共機能を要する場合は、庁内意向調査の結果、公共施設の最適な配置の観点、公共

施設等総合管理計画による方針を踏まえて、次年度以降の活用計画策定に向けた更なる検討に

おいて具体的に導入する公共機能を決定していくこととします。 

【参考１ 市民アンケート結果】 

求めるまちのイメージ                  求める施設・機能 

安全・安心に暮らせるまち（42.5%）      公園や広場（28.5％） 

豊かな緑があるまち（38.6%）          子育て支援施設（26.5％） 

日常生活が便利なまち（26.7%）       地域活動や交流のための施設（25.5%） 

【参考２ 庁内意向調査結果】 

文書倉庫、防災倉庫、障害者入所支援施設、道路等維持補修関連用具等保管庫、文化財

資料保管庫 

土地所有 

貫井北町文書倉庫敷地は、今後の公共施設の老朽化対策や社会環境の変化に対応したまち

づくりに備えるために土地は市が所有します。 

貫井北町文書倉庫敷地については、公有地の有効活用を図るため、民間事業者により敷地に

求められる望ましい機能の整備を目指すとともに、必要な公共機能を導入することとしているため、

土地所有形態は貸付とし、貸付の種類については、借地期間終了後に土地が本市に返還される

定期借地権方式とします。 

その他 

事業手法については、次年度以降の活用計画策定に向けた更なる検討において決定することと

します。 

なお、民間事業者ヒアリングにおいて、貫井北町集会場と一体化した活用により幅広い民間活

力の活用ができる可能性があるため、貫井北町集会場の在り方の結果も踏まえて検討をする必要

があります。 

 

想定される活用イメージ（貫井北町文書倉庫敷地） 

項目 想定①：民間開発事業 想定②：官民連携事業 

活用方策 

  

活用内容 

民間事業者に土地を借地し、民間開発事業として
活用。市民サービスの向上等のため、公共機能を誘
導することを条件とする。 

民間事業者に土地を借地し、民間事業者が建物
を整備後、市が公共施設として床を借りる。 

借地 

 

底地（市） 

公共機能 
の誘導 

民間施設 

 借地 

民間施設 

底地（市） 

公共施設 
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１２. 庁舎等複合施設建設に伴う跡地等の活用における今後の課題等について 
 

庁舎等複合施設建設に伴う跡地等活用において、想定される課題等については以下のとおりです。 

 

市民参加による検討 

跡地等は貴重な公有地であることから、その活用にあたっては市民意向を反映させる必要があります。そのため、検

討段階から市民の参画を図ることが重要であり、今回実施をした市民アンケートの他今後更なる市民参加の機会とし

てワークショップの開催など、検討を通して市民がまちづくりに参画することができるように機会の創出に努めます。 

 

跡地等に導入する公共機能の検討 

跡地等の活用については、民間活力の活用を基本に検討を行いますが、公共施設の老朽化等の対応や今後の公

共施設の最適な配置についても視野に入れながら、跡地等に導入する公共機能を検討していきます。 

 

民間事業者との対話 

跡地等の活用における民間活力の導入において、民間事業者との対話を通じ市場性の有無や実現可能性の把

握、維持管理、運営等の情報・条件収集等について丁寧な対話をしていきます。  
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庁舎等複合施設建設に伴う跡地等活用庁内方針策定 令和４年度 

１３. 今後のスケジュールについて 

庁舎等複合施設建設に伴う跡地等活用の今後のス想定ケジュールについては、次年度以降、庁内方針を基に更な

る市民参加による市民意向の把握、民間事業者への公募型サウンディングによる詳細な民間事業者の意向等の把握を

行い、（仮称）庁舎等複合施設建設に伴う跡地等活用計画を策定後、事業者募集、事業者決定（民間活力活

用の場合）を経て跡地活用の事業化を想定しています。 

 

 

今後の想定スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 民間活力活用の場合 

 
 

 

 

  

跡地等活用 事業化 

事業者募集 → 事業者決定（※） 

【市民参加】                       【庁内調整】 

跡地等の使い方に関する市民参加          跡地等に導入する公的機能の検討 

ワークショップ、パブリックコメント等           上位計画等との整合 

 
ｎ年度 

公募型事業者サウンディング調査 

（仮称）庁舎等複合施設建設に伴う跡地等活用計画策定 

ｎ+1 年度

以降 
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１４. 資料 

 14.1 庁内方針策定の検討経過 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状・課題の整理 

・ 対象地ごとの敷地・施設状況、利用状況、周辺土地利用 

・ 周辺市街地の町丁目別人口、近傍駅乗降客数推移 

・ マンション、商業施設の立地・開設状況 

・ 同上 賃料、販売価格 等 

・ 事業パターンの検討及び導入機能の検討の際、実現可能性を判

断する根拠データとして収集・整理 

上位計画の位置づけ 

・ 第５次小金井市基本構想・前期基本計画 

・ 小金井市都市計画マスタープラン 

・ 小金井市公共施設等総合管理計画 ほか 

庁内の利用意向調査 

・ 対象地に対する利用ニーズ 

・ 利用希望時期、必要面積などの具体情報 

・ 対象地及び周辺地区において予定する施策等 

現状・課題の整理（対象地ごとの課題の整理、検討方針の整理） 

・ ４つの対象地は立地、特徴、置かれた状況が異なり、個別に対応することが必要であるため、対象地ごとの敷地等の概要を整理 

①本庁舎跡地 ②本町暫定庁舎敷地 ③保健センター敷地 ④貫井北町文書倉庫敷地 

市民の意向調査 

・ 市民アンケートの実施（郵送・ＷＥＢ） 

・ まちのイメージ、求める施設・機能等について市民意向を把握 事業パターンの検討及び対象地における活用の方向性の整理１ 

・ 建物の建替え、新規建設、隣地との共同化などの可能性が想定される敷地

を対象に、事業手法や導入機能、敷地の利用方法等の検討を行い、メリット・

デメリットや検討課題を把握 民間事業者の意向調査 

・ 民間事業者へヒアリングを実施（対面・オンライン） 

・ 跡地等の市場価値、事業への参画の可能性等を調査 

事業パターンの検討及び対象地における活用の方向性の整理２ 

・ 事業パターンの検討及び対象地における活用の方向性の整理１の検討をもとに、庁内、市民、民間事業者の各意向調査の結果を踏まえ、跡地等

の庁内方針の検討 

・ 次年度以降の課題となる事項等について整理 

庁内方針の策定 
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年月 内 容 

令和４年 ８月 庁内の利用意向調査を実施 

令和４年 ８月 第１回作業部会開催 

令和４年 ９月 第１回公共施設等総合管理計画策定本部開催 

令和４年 ９月 市民の意向調査のアンケート実施 

令和４年 11 月 市民の意向調査結果報告 

令和４年 11 月 民間事業者へのヒアリング実施（令和５年１月まで） 

令和４年 12 月 第２回作業部会開催 

令和５年 ２月 第３回作業部会開催 

令和５年 ３月 第４回作業部会開催 

令和５年 ３月 第２回公共施設等総合管理計画策定本部開催 

令和５年 ３月 庁舎等複合施設建設に伴う跡地等活用庁内方針策定 
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